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(57)【要約】
【課題】熱可塑性液晶ポリマーで形成された多層構造体
の製造方法を提供する。
【解決手段】前記製造方法は、熱可塑性液晶ポリマーの
熱圧着温度未満において、熱プレス機３００を第１の圧
力に昇圧し、予備積層体１３０を、保護材１４２，１４
４を介して耐熱性クッション材１５０および金属板１５
２で加圧し、予備積層体１３０の側方では、保護材１４
２，１４４の端部を耐熱性クッション材１５０の加圧に
よりシールし、保護材１４２，１４４が予備積層体１３
０の全ての側面に接した状態で予備積層体１３０を包み
込むことにより、予備積層体１３０が、所望の熱可塑性
液晶ポリマー多層構造体の形状となるよう形状を固定す
る形状固定工程と、前記第１の圧力から減圧し、前記第
１の圧力より低い第２の圧力下で、熱圧着温度まで昇温
し、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造を熱圧着させ
る熱圧着工程と、を備える。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）熱可塑性液晶ポリマーフィルム、（ｉｉ）導体層を一方の面に有する熱可塑性液
晶ポリマーフィルム、および（ｉｉｉ）導体層を双方の面に有する熱可塑性液晶ポリマー
フィルムからなる群から選択された少なくとも２枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造を重ね
合わせた予備積層体を、その上下面に配設した保護材を介して熱プレス機において加熱お
よび加圧して熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を製造する方法であって、
　前記予備積層体の上下面の少なくとも一方に、当該熱プレス機側から順に耐熱性クッシ
ョン材および金属板が配設され、
　熱可塑性液晶ポリマーの熱圧着温度未満において、前記熱プレス機を第１の圧力に昇圧
し、（Ｉ）前記予備積層体を、前記保護材を介して前記耐熱性クッション材および金属板
で加圧し、（ＩＩ）前記予備積層体の側方では、前記保護材の端部を前記耐熱性クッショ
ン材の加圧によりシールし、（ＩＩＩ）前記保護材が前記予備積層体の全ての側面に接し
た状態で前記予備積層体を包み込むことにより、前記予備積層体が、所望の熱可塑性液晶
ポリマー多層構造体の形状となるよう形状を固定する形状固定工程と、
　前記第１の圧力から減圧し、前記第１の圧力より低い第２の圧力下で、熱圧着温度まで
昇温し、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造を熱圧着させる熱圧着工程と、
　を備える、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の製造方法であって、前記導体層が、導体パターン、導体箔、および導
体膜からなる群から選択され、
　前記熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の上面および下面の少なくとも一方に導体パター
ンが形成されている場合、
　当該導体パターンが形成されている表面に接する保護材は、前記導体パターンの形状に
応じて変形可能な多層複合材であり、
　当該導体パターンが形成されていない表面に接する保護材は、単層シートである、製造
方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の製造方法であって、前記多層複合材が、第１の金属箔、互いにＭＤ方
向が直交する１対の高密度ポリエチレンシート、第２の金属箔、および低摩擦性フィルム
で形成されている、製造方法。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の製造方法であって、前記耐熱性クッション材が、
耐熱性繊維クッション材である、製造方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の製造方法であって、前記耐熱性繊維クッション材が、金属繊維不織布
または融点若しくは熱分解温度が２６０℃以上の有機繊維不織布である、製造方法。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の製造方法であって、第１の圧力と、第２の圧力と
の差が、０．８～２．５ＭＰａである、製造方法。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の製造方法であって、前記耐熱性クッション材の縦
方向の長さ（ＣＬ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）が、予備積層体の縦方向の長さ（Ｐ

Ｌ）および横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関係を有する、製造方法。
　ＰＬ＋１≦ＣＬ≦ＰＬ＋１０　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＰＷ＋１≦ＣＷ≦ＰＷ＋１０　　　（単位：ｃｍ）
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の製造方法であって、前記金属板の縦方向の長さ（
ＭＬ）および横方向の辺の長さ（ＭＷ）が、前記耐熱性クッション材の縦方向の長さ（Ｃ

Ｌ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）および前記予備積層体の縦方向の長さ（ＰＬ）およ
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び横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関係を有する、製造方法。
　ＰＬ－１．０≦ＭＬ≦ＰＬ　　（単位：ｃｍ）
　ＰＷ－１．０≦ＭＷ≦ＰＷ　　（単位：ｃｍ）
　ＣＬ－１１≦ＭＬ≦ＣＬ－１．２　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＣＷ－１１≦ＭＷ≦ＣＷ－１．２　　　（単位：ｃｍ）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学的に異方性の溶融相を形成し得る熱可塑性ポリマー（以下、これを熱可
塑性液晶ポリマーと称する）で構成された熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性液晶ポリマーは、熱圧着で接着することが可能な材料であるにもかかわらず耐
熱性を有するため、多層回路基板などを形成する誘電層として有用な材料である。多層回
路基板を形成する上では、多数の熱可塑性液晶ポリマー層を一括積層することが生産効率
を高める上で有利である。しかしながら、その多層化工程では高温下での加工を行う必要
があり、液晶ポリマー層の高多層化に向けて、新たな製造方法が求められている。
【０００３】
　高多層化を行うための製造方法として、例えば、特許文献１（特開２００６－０４９５
０２号公報）には、樹脂フィルムと導体パターンとが積層された積層体を熱プレス板間に
配置し、少なくとも一方の前記積層体表面と前記熱プレス板との間に、導体パターンの配
置に応じた緩衝部材を介在させた状態で、前記熱プレス板によって前記積層体を上下両面
から加熱・加圧する加熱・加圧工程とを備える多層基板の製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－０４９５０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　この特許文献１では、加熱および加圧後の緩衝部材に、多層基板表面の凹凸が転写され
、緩衝部材を繰り返し使用できなくなる点を問題とし、導体パターンの配置に応じて個別
の緩衝部材を用いることを特徴としている。しかしながら、導体パターンの配置に応じて
個別の緩衝部材を用いることは、製造方法を煩雑とし、非効率である。
【０００６】
　したがって、本発明の目的は、熱可塑性液晶ポリマーの過度な流動や回路層の形状がつ
ぶれることなどを抑制しつつ、簡便な製造方法により効率よく熱可塑性液晶ポリマー多層
構造体を製造する方法を提供することにある。
　本発明の他の目的は、前記製造方法において用いられる耐熱性クッション材を繰り返し
利用でき、製造コストを低減して熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を製造する方法を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、熱可塑性液晶ポリ
マーは一般のプラスチックとは異なり、極めて低いせん断速度で溶融粘度が極端に下がる
ため、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を製造するために緩衝部材を介在させた状態で熱
プレス機により加熱加圧を行うと、熱圧着温度において緩衝部材に由来する模様が、熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体の表面に転写されてしまうことを見出した。
【０００８】
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　そして、さらに研究を重ねた結果、（ｉ）熱プレス機において、耐熱性繊維で形成され
たクッション材と、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を保護する保護材との間に金属板を
介在させ、（ｉｉ）熱圧着温度未満において、耐熱性クッション材と金属板で熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体を加圧するとともに、前記多層構造体の側方では、保護材を耐熱性
クッション材でシールすると、（ｉｉｉ）保護材により熱可塑性液晶ポリマー多層構造体
を所望の形状に固定できることを見出し、さらに、（ｉｖ）熱圧着の際には、形状を固定
するのに負荷した圧力より低い圧力で加圧するとともに、熱圧着温度に昇温して熱プレス
を行うと、（ｖ）保護材により熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の形状を固定したままで
、良好に熱圧着ができること、耐熱性クッション材により熱可塑性液晶ポリマー多層構造
体の表面が悪影響を受けないこと、さらに、耐熱性クッション材が繰り返し利用可能であ
ること、を見出し、本発明の完成に至った。
【０００９】
　すなわち、本発明は、以下の態様で構成されうる。
〔態様１〕
　（ｉ）熱可塑性液晶ポリマーフィルム、（ｉｉ）導体層を一方の面に有する熱可塑性液
晶ポリマーフィルム、および（ｉｉｉ）導体層を双方の面に有する熱可塑性液晶ポリマー
フィルムからなる群から選択された少なくとも２枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造を重ね
合わせた予備積層体を、その上下面に配設した保護材を介して熱プレス機において加熱お
よび加圧して熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を製造する方法であって、
　前記予備積層体の上下面の少なくとも一方に、当該熱プレス機側から順に耐熱性クッシ
ョン材および金属板が配設され、
　熱可塑性液晶ポリマーの熱圧着温度未満において、前記熱プレス機を第１の圧力に昇圧
し、（Ｉ）前記予備積層体を、前記保護材を介して前記耐熱性クッション材および金属板
で加圧し、（ＩＩ）前記予備積層体の側方では、前記保護材の端部を前記耐熱性クッショ
ン材の加圧によりシールし、（ＩＩＩ）前記保護材が前記予備積層体の全ての側面に接し
た状態で前記予備積層体を包み込むことにより、前記予備積層体が、所望の熱可塑性液晶
ポリマー多層構造体の形状となるよう形状を固定する形状固定工程と、
　前記第１の圧力から減圧し、前記第１の圧力より低い第２の圧力下で、熱圧着温度まで
昇温し、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造を熱圧着させる熱圧着工程と、
　を備える、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法。
〔態様２〕
　態様１に記載の製造方法であって、前記導体層が、導体パターン、導体箔、および導体
膜からなる群から選択され、
　前記熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の上面および下面の少なくとも一方に導体パター
ンが形成されている場合、
　当該導体パターンが形成されている表面に接する保護材は、前記導体パターンの形状に
応じて変形可能な多層複合材であり、
　当該導体パターンが形成されていない表面に接する保護材は、単層シートである、製造
方法。
〔態様３〕
　態様２に記載の製造方法であって、前記多層複合材が、第１の金属箔、互いにＭＤ方向
が直交する１対の高密度ポリエチレンシート、第２の金属箔、および低摩擦性フィルムで
形成されている、製造方法。
〔態様４〕
　態様１～３のいずれか態様に記載の製造方法であって、前記耐熱性クッション材が、耐
熱性繊維クッション材である、製造方法。
〔態様５〕
　態様４に記載の製造方法であって、前記耐熱性繊維クッション材が、金属繊維不織布ま
たは融点若しくは熱分解温度が２６０℃以上の有機繊維不織布である、製造方法。
〔態様６〕
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　態様１～５のいずれか一態様に記載の製造方法であって、第１の圧力と、第２の圧力と
の差が、０．８～２．５ＭＰａである、製造方法。
〔態様７〕
　態様１～６のいずれか一態様に記載の製造方法であって、前記耐熱性クッション材の縦
方向の長さ（ＣＬ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）が、予備積層体の縦方向の長さ（Ｐ

Ｌ）および横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関係を有する、製造方法。
　ＰＬ＋１≦ＣＬ≦ＰＬ＋１０　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＰＷ＋１≦ＣＷ≦ＰＷ＋１０　　　（単位：ｃｍ）
〔態様８〕
　態様１～７のいずれか一態様に記載の製造方法であって、前記金属板の縦方向の長さ（
ＭＬ）および横方向の辺の長さ（ＭＷ）が、前記耐熱性クッション材の縦方向の長さ（Ｃ

Ｌ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）および前記予備積層体の縦方向の長さ（ＰＬ）およ
び横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関係を有する、製造方法。
　ＰＬ－１．０≦ＭＬ≦ＰＬ　　　（単位：ｃｍ）
　ＰＷ－１．０≦ＭＷ≦ＰＷ　　　（単位：ｃｍ）
　ＣＬ－１１≦ＭＬ≦ＣＬ－１．２　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＣＷ－１１≦ＭＷ≦ＣＷ－１．２　　　（単位：ｃｍ）
【発明の効果】
【００１０】
　本発明では、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を効率よく製造することができるととも
に、製造の際に用いた耐熱性クッション材を繰り返し利用でき、製造コストを低減するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
　この発明は、添付の図面を参考にした以下の好適な実施形態の説明から、より明瞭に理
解される。図面は必ずしも一定の縮尺で示されておらず、本発明の原理を示す上で誇張し
たものになっている。
【図１】本発明の第一の実施形態による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法につ
いて、形状固定工程前の状態を説明するための概略断面図である。
【図２】図１の実施形態について、形状固定工程において予備積層体に圧力を加える状態
を説明するための概略断面図である。
【図３】本発明の第二の実施形態による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法につ
いて、形状固定工程前の状態を説明するための概略断面図である。
【図４】本発明の第三の実施形態による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法につ
いて、形状固定工程前の状態を説明するための概略断面図である。
【図５】図４の実施形態について、形状固定工程において予備積層体に圧力を加える状態
を説明するための概略断面図である。
【図６】比較例４～８による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法について、形状
固定工程前の状態を説明するための概略断面図である。
【図７】比較例９～１３による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法について、形
状固定工程前の状態を説明するための概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法では、（ｉ）熱可塑性液晶ポリマ
ーフィルム、（ｉｉ）導体層を一方の面に有する熱可塑性液晶ポリマーフィルム、および
（ｉｉｉ）導体層を双方の面に有する熱可塑性液晶ポリマーフィルムからなる群から選択
された少なくとも２枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造を重ね合わせた予備積層体を、熱プ
レス機において上下両面から特定の加熱および加圧制御により熱圧着させ、隣り合う熱可
塑性液晶ポリマー副構造が接着した熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を製造する。
【００１３】
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（熱可塑性液晶ポリマー）
　熱可塑性液晶ポリマーは、溶融成形できる液晶性ポリマー（または光学的に異方性の溶
融相を形成し得るポリマー）で構成され、この熱可塑性液晶ポリマーは、溶融成形できる
液晶性ポリマーであればその化学的構成については特に限定されるものではないが、例え
ば、熱可塑性液晶ポリエステル、又はこれにアミド結合が導入された熱可塑性液晶ポリエ
ステルアミドなどを挙げることができる。
【００１４】
　また、熱可塑性液晶ポリマーは、芳香族ポリエステルまたは芳香族ポリエステルアミド
に、更にイミド結合、カーボネート結合、カルボジイミド結合やイソシアヌレート結合な
どのイソシアネート由来の結合等が導入されたポリマーであってもよい。
【００１５】
　本発明に用いられる熱可塑性液晶ポリマーの具体例としては、以下に例示する（１）か
ら（４）に分類される化合物およびその誘導体から導かれる公知の熱可塑性液晶ポリエス
テルおよび熱可塑性液晶ポリエステルアミドを挙げることができる。ただし、光学的に異
方性の溶融相を形成し得るポリマーを形成するためには、種々の原料化合物の組合せには
適当な範囲があることは言うまでもない。
【００１６】
（１）芳香族または脂肪族ジヒドロキシ化合物（代表例は表１参照）
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【表１】

【００１７】
（２）芳香族または脂肪族ジカルボン酸（代表例は表２参照）
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【表２】

【００１８】
（３）芳香族ヒドロキシカルボン酸（代表例は表３参照）
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【表３】

【００１９】
（４）芳香族ジアミン、芳香族ヒドロキシアミンまたは芳香族アミノカルボン酸（代表例
は表４参照）
【表４】

【００２０】
　これらの原料化合物から得られる液晶ポリマーの代表例として表５および６に示す構造
単位を有する共重合体を挙げることができる。
【００２１】
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【表６】

【００２２】
　これらの共重合体のうち、ｐ―ヒドロキシ安息香酸および／または６－ヒドロキシ－２
－ナフトエ酸を少なくとも繰り返し単位として含む重合体が好ましく、特に、（ｉ）ｐ－
ヒドロキシ安息香酸と６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸との繰り返し単位を含む重合体、
又は（ｉｉ）ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸からなる群
から選ばれる少なくとも一種の芳香族ヒドロキシカルボン酸と、少なくとも一種の芳香族
ジオールと、少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸との繰り返し単位を含む共重合体が好
ましい。
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【００２３】
　例えば、（ｉ）の重合体では、熱可塑性液晶ポリマーが、少なくともｐ－ヒドロキシ安
息香酸と６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸との繰り返し単位を含む場合、繰り返し単位（
Ａ）のｐ－ヒドロキシ安息香酸と、繰り返し単位（Ｂ）の６－ヒドロキシ－２－ナフトエ
酸とのモル比（Ａ）／（Ｂ）は、液晶ポリマー中、（Ａ）／（Ｂ）＝１０／９０～９０／
１０程度であるのが望ましく、より好ましくは、（Ａ）／（Ｂ）＝１５／８５～８５／１
５程度であってもよく、さらに好ましくは、（Ａ）／（Ｂ）＝２０／８０～８０／２０程
度であってもよい。
【００２４】
　また、（ｉｉ）の重合体の場合、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロキシ－２－
ナフトエ酸からなる群から選ばれる少なくとも一種の芳香族ヒドロキシカルボン酸（Ｃ）
と、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ヒドロキノン、フェニルヒドロキノン、および
４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテルからなる群から選ばれる少なくとも一種の芳
香族ジオール（Ｄ）と、テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸からなる群から選ばれる少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸（Ｅ）の、液晶ポリマ
ーにおける各繰り返し単位のモル比は、芳香族ヒドロキシカルボン酸（Ｃ）：前記芳香族
ジオール（Ｄ）：前記芳香族ジカルボン酸（Ｅ）＝（３０～８０）：（３５～１０）：（
３５～１０）程度であってもよく、より好ましくは、（Ｃ）：（Ｄ）：（Ｅ）＝（３５～
７５）：（３２．５～１２．５）：（３２．５～１２．５）程度であってもよく、さらに
好ましくは、（Ｃ）：（Ｄ）：（Ｅ）＝（４０～７０）：（３０～１５）：（３０～１５
）程度であってもよい。
【００２５】
　また、芳香族ヒドロキシカルボン酸（Ｃ）のうち６－ヒドロシキ－２－ナフトエ酸に由
来する繰り返し単位のモル比率は、例えば、８５モル％以上であってもよく、好ましくは
９０モル％以上、より好ましくは９５モル％以上であってもよい。芳香族ジカルボン酸（
Ｅ）のうち２，６－ナフタレンジカルボン酸に由来する繰り返し単位のモル比率は、例え
ば、８５モル％以上であってもよく、好ましくは９０モル％以上、より好ましくは９５モ
ル％以上であってもよい。
【００２６】
　また、芳香族ジオール（Ｄ）は、ヒドロキノン、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、
フェニルヒドロキノン、および４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテルからなる群か
ら選ばれる互いに異なる二種の芳香族ジオールに由来する繰り返し単位（Ｄ１）と（Ｄ２
）であってもよく、その場合、二種の芳香族ジオールのモル比は、（Ｄ１）／（Ｄ２）＝
２３／７７～７７／２３であってもよく、より好ましくは２５／７５～７５／２５、さら
に好ましくは３０／７０～７０／３０であってもよい。
【００２７】
　また、芳香族ジオールに由来する繰り返し構造単位と芳香族ジカルボン酸に由来する繰
り返し構造単位とのモル比は、（Ｄ）／（Ｅ）＝９５／１００～１００／９５であること
が好ましい。この範囲をはずれると、重合度が上がらず機械強度が低下する傾向がある。
【００２８】
　なお、本発明にいう光学的に異方性の溶融相を形成し得るとは、例えば試料をホットス
テージにのせ、窒素雰囲気下で昇温加熱し、試料の透過光を観察することにより認定でき
る。
【００２９】
　熱可塑性液晶ポリマーとして好ましいものは、融点（以下、Ｔｍと称す）が２６０～３
６０℃の範囲のものであり、さらに好ましくはＴｍが２７０～３５０℃のものである。な
お、Ｔｍは示差走査熱量計（（株）島津製作所ＤＳＣ）により主吸熱ピークが現れる温度
を測定することにより求められる。
【００３０】
　前記熱可塑性液晶ポリマーには、本発明の効果を損なわない範囲内で、ポリエチレンテ
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レフタレート、変性ポリエチレンテレフタレート、ポリオレフィン、ポリカーボネート、
ポリアリレート、ポリアミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルエーテルケト
ン、フッ素樹脂等の熱可塑性ポリマー、各種添加剤、充填剤などを添加してもよい。
【００３１】
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、例えば、前記熱可塑性液晶ポリマーの溶融混練物を
押出成形して得られる。押出成形法としては任意の方法のものが使用されるが、周知のＴ
ダイ法、インフレーション法等が工業的に有利である。特にインフレーション法では、熱
可塑性液晶ポリマーフィルムの機械軸方向（以下、ＭＤ方向と略す）だけでなく、これと
直交する方向（以下、ＴＤ方向と略す）にも応力が加えられ、ＭＤ方向、ＴＤ方向に均一
に延伸できることから、ＭＤ方向とＴＤ方向における分子配向性、誘電特性などを制御し
た熱可塑性液晶ポリマーフィルムが得られる。
【００３２】
　例えば、Ｔダイ法による押出成形では、Ｔダイから押出した溶融体シートを、熱可塑性
液晶ポリマーフィルムのＭＤ方向だけでなく、これとＴＤ方向の双方に対して同時に延伸
して製膜してもよいし、またはＴダイから押出した溶融体シートを一旦ＭＤ方向に延伸し
、ついでＴＤ方向に延伸して製膜してもよい。
【００３３】
　また、インフレーション法による押出成形では、リングダイから溶融押出された円筒状
シートに対して、所定のドロー比（ＭＤ方向の延伸倍率に相当する）およびブロー比（Ｔ
Ｄ方向の延伸倍率に相当する）で延伸して製膜してもよい。
【００３４】
　このような押出成形の延伸倍率は、ＭＤ方向の延伸倍率（またはドロー比）として、例
えば、１．０～１０程度であってもよく、好ましくは１．２～７程度、さらに好ましくは
１．３～７程度であってもよい。また、ＴＤ方向の延伸倍率（またはブロー比）として、
例えば、１．５～２０程度であってもよく、好ましくは２～１５程度、さらに好ましくは
２．５～１４程度であってもよい。
【００３５】
（導体層と熱可塑性液晶ポリマーフィルムとの一体化工程）
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムに対して、導体層（信号層、電源層、グラウンド層など
の導電性がある層、例えば、導体パターン、導体箔、導体膜など）を形成する場合は、公
知又は慣用の方法により導体層と熱可塑性液晶ポリマーフィルムとの一体化工程を行うこ
とができる。この一体化工程により、導体層を一方の面に有する熱可塑性液晶ポリマーフ
ィルムを作製してもよく、導体層を双方の面に有する熱可塑性液晶ポリマーフィルムを作
製してもよい。
　例えば、熱可塑性液晶ポリマーフィルムに対して金属箔などを熱圧着して片面金属張積
層体または両面金属張積層体とし、必要に応じてさらにエッチングすることなどにより、
必要な導体層の形状を形成してもよい。
【００３６】
　導体層を形成する導体としては、導電性を有する各種金属、例えば、金、銀、銅、鉄、
ニッケル、アルミニウムまたはこれらの合金金属などであってもよい。導体層の厚みは、
必要に応じて適宜設定することができ、例えば、５～５０μｍ程度であってもよく、より
好ましくは８～３５μｍの範囲であってもよい。
【００３７】
　このようにして、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体において用いられる熱可塑性液晶ポ
リマー副構造として、（ｉ）熱可塑性液晶ポリマーフィルム、（ｉｉ）導体層を一方の面
に有する熱可塑性液晶ポリマーフィルム、および（ｉｉｉ）導体層を双方の面に有する熱
可塑性液晶ポリマーフィルムを作製することができる。
【００３８】
（脱気乾燥工程）
　必要に応じて、熱可塑性液晶ポリマー副構造は、熱可塑性液晶ポリマーフィルムに存在
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するエアーや水分を除去するための脱気乾燥工程へ供せられてもよい。脱気乾燥工程は、
形状固定工程に先立って、個々の熱可塑性液晶ポリマー副構造およびこれらの組合わせに
対して行われてもよいし、形状固定工程の一部として予備積層体に対して行われてもよい
し、双方が行われてもよい。
【００３９】
　形状固定工程に先立って行われる場合、脱気乾燥工程は、形状固定工程の前に行われる
限り特にタイミングは限定されず、例えば、熱可塑性液晶ポリマーフィルムと導体層との
一体化工程に先立って、熱可塑性液晶ポリマーフィルムにおいて行われてもよいし、熱可
塑性液晶ポリマーフィルムと導体層との一体化工程の一部として行われてもよい。
　脱気乾燥工程により、熱可塑性液晶ポリマー副構造の熱接着性を向上することができ、
熱可塑性液晶ポリマー副構造の層間接着性を向上することができる。
【００４０】
　脱気乾燥工程に供せられる熱可塑性液晶ポリマー副構造は、熱可塑性液晶ポリマーフィ
ルムの脱気乾燥が可能である限り、その形状は特に限定されない。例えば、脱気乾燥工程
において、熱可塑性液晶ポリマー副構造は、熱可塑性液晶ポリマーフィルム自体であって
もよいし、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの一方または双方の面に導体層が形成された熱
可塑性液晶ポリマー副構造のシート物として供せられてもよい。さらに、これらの熱可塑
性液晶ポリマー副構造は、必要に応じて、ロール状物として供せられてもよい。
【００４１】
　さらにまた、必要に応じて、熱可塑性液晶ポリマー副構造は、複数の熱可塑性液晶ポリ
マー副構造の多層積層物（例えば、熱可塑性液晶ポリマー副構造が複数層に重ねられた多
層積層物、仮組した多層回路など）の状態で、脱気乾燥工程に供せられてもよい。
【００４２】
　脱気乾燥工程では、熱可塑性液晶ポリマー副構造に対して、特定の真空下での脱気乾燥
（例えば真空乾燥）および／または加熱下での脱気乾燥（例えば加熱乾燥）を行うことに
より、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの内部や表面に存在するエアーや水分を極めて高度
に低減することが可能となる。そして、このような脱気乾燥工程を経た熱可塑性液晶ポリ
マー副構造では、その熱接着性を向上させることが可能となる。
【００４３】
　例えば、脱気乾燥工程が行われた熱可塑性液晶ポリマーフィルムでは、スキン層を破壊
するといった軟化処理を行わなくとも、高い接着性を達成することが可能となる。ただし
、本発明は軟化処理を否定するものではない。熱可塑性液晶ポリマーフィルムには、必要
に応じて、軟化処理などの表面処理が行われてもよい。
【００４４】
　脱気乾燥工程では、熱可塑性液晶ポリマー副構造を、（ａ）真空度１５００Ｐａ以下で
３０分以上、真空下で脱気乾燥させることにより、および／または（ｂ）８０℃～３００
℃の範囲で、加熱下で脱気乾燥させることより、熱可塑性液晶ポリマーフィルムを脱気乾
燥することができる。脱気乾燥工程では、上記（ａ）真空下での脱気乾燥工程または（ｂ
）加熱下での脱気乾燥工程のいずれか一方を充足する条件で脱気乾燥すればよいが、上記
（ａ）および（ｂ）の双方を充足する条件で脱気乾燥することが好ましい。
【００４５】
　（ａ）および（ｂ）の双方を充足する条件で脱気乾燥する場合とは、（ａ）および（ｂ
）の双方が同時に充足される条件（すなわち、真空加熱下）で行われる脱気乾燥工程であ
ってもよいし、熱可塑性液晶ポリマー副構造に対して（ａ）および（ｂ）の条件が別々に
行われる脱気乾燥工程、すなわち（ａ）から（ｂ）の順、または（ｂ）から（ａ）の順で
別々に行われる脱気乾燥工程であってもよい。
【００４６】
　なお、別々に脱気乾燥工程を行う場合、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの熱接着性に悪
影響を与えない範囲において、（ａ）および（ｂ）の間、または（ｂ）および（ａ）の間
に別乾燥工程が行われてもよい。
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【００４７】
　また、脱気乾燥工程では、脱気乾燥性を向上させる観点から、実質的に加圧を行わない
無加圧下（圧力解放下）で脱気乾燥を行ってもよい。例えば、低加圧または圧力解放状態
（例えば、０～０．７ＭＰａ程度の圧力下、好ましくは０～０．５ＭＰａ程度の圧力下）
で脱気乾燥工程を行ってもよい。
【００４８】
　（ａ）真空下での脱気乾燥は、真空度１５００Ｐａ以下で行われてもよく、好ましくは
１３００Ｐａ以下、より好ましくは１１００Ｐａ以下で行われてもよい。真空下での脱気
乾燥を独立して行う場合、常温下（例えば１０～５０℃、好ましくは１５～４５℃の範囲
）において行われてもよいが、脱気乾燥効率を高める観点から加熱下で行ってもよい。そ
の場合の加熱温度は、例えば、５０～３００℃（例えば、５０～２５０℃）、好ましくは
８０～２５０℃、より好ましくは８０～２００℃程度であってもよい。
【００４９】
　（ｂ）加熱下での脱気乾燥は、８０～３００℃の範囲で行われてもよく、好ましくは８
０～２５０℃の範囲、より好ましくは８０～２００℃の範囲で行ってもよい。また、加熱
下での脱気乾燥は、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの融点Ｔｍに対して、所定の温度範囲
を設定してもよい。その場合は、例えば、（Ｔｍ－２３５）℃～（Ｔｍ－１０）℃の範囲
（例えば、（Ｔｍ－２００）℃～（Ｔｍ－５０）℃の範囲）で加熱してもよく、好ましく
は、（Ｔｍ－２２５）℃～（Ｔｍ－５０）℃の範囲（例えば、（Ｔｍ－１９０）℃～（Ｔ
ｍ－６０）℃の範囲）、より好ましくは、（Ｔｍ－２１５）℃～（Ｔｍ－７０）℃の範囲
（例えば、（Ｔｍ－１８０）℃～（Ｔｍ－７０）℃の範囲）で行われてもよい。
【００５０】
　上述のような、特定の温度範囲において加熱することにより、フィルムから急激に水分
が発生することを抑制しつつ、フィルム中（例えば、フィルム内部やフィルム表面）の水
を水蒸気として脱気乾燥したり、表面に存在するエアーの運動エネルギーを高めてフィル
ム表面から脱気乾燥することが可能となる。
【００５１】
　なお、加熱下での脱気乾燥を単独で行う場合、真空度１５００Ｐａ以下を含まない条件
下で行われてもよく、例えば、圧力を調整しない大気圧下（または常圧下）で行ってもよ
いが、必要に応じて、大気圧から減圧された条件下（例えば、１５００Ｐａを超えて１０
００００Ｐａ未満、好ましくは３０００～５００００Ｐａ程度）で加熱してもよい。
【００５２】
　脱気乾燥工程に要する時間は、熱可塑性液晶ポリマー副構造中の熱可塑性液晶ポリマー
フィルムの状態、真空度および／または加熱温度などの各種条件により適宜設定すること
ができるが、熱可塑性液晶ポリマーフィルム全体から水分やエアーを除去する観点から、
例えば、それぞれの脱気乾燥工程（真空下、加熱下、真空加熱下）について、同一または
異なって、３０分以上、４０分以上、または５０分以上であってもよく、６時間以下、４
時間以下、３時間以下、２時間以下、または１．５時間以下であってもよい。
　また、脱気乾燥工程に要する時間は、例えば、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの水分率
が、所定の範囲（例えば、３８０ｐｐｍ以下、３００ｐｐｍ以下、または２００ｐｐｍ以
下）になる時点を見計らって適宜設定してもよい。
【００５３】
　上述したように、脱気乾燥工程において、（ａ）真空下での脱気乾燥と（ｂ）加熱下で
の脱気乾燥とを組み合わせて行う場合、熱可塑性液晶ポリマー副構造の熱接着性を向上で
きる範囲で、（ａ）真空下での脱気乾燥と（ｂ）加熱下での脱気乾燥の順序はいずれを先
にしてもよいが、好ましくは、第一の脱気乾燥工程として加熱下での脱気乾燥を行った後
、第二の脱気乾燥工程として真空下での脱気乾燥を行ってもよい。
　具体的には、例えば、脱気乾燥工程が、８０℃～３００℃の範囲で所定の時間加熱して
、脱気乾燥を行う第一の脱気乾燥工程と、真空度１５００Ｐａ以下で、さらに所定の時間
脱気乾燥を行う第二の脱気乾燥工程とを備えていてもよい。これらの脱気乾燥工程を行う
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際には、上述した条件を適宜組み合わせて行うことができる。
【００５４】
［第一の実施形態に係る製造方法］
　本発明の一実施形態に係る熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法を、図１および
２を参照しつつ、以下に説明する。図１は、本発明の一実施形態による熱可塑性液晶ポリ
マー多層構造体の製造方法について、形状固定工程前の状態を説明するための概略断面図
であり、図２は、形状固定工程において予備積層体に圧力を加える状態を説明するための
概略断面図である。
【００５５】
　図１に示すように、本発明の第一の実施形態においては、上プラテン１１０および下プ
ラテン１２０を備える熱プレス機（好ましくは真空熱プレス機）１００により、上下両面
から予備積層体１３０が加熱および加圧される。予備積層体１３０は、上から順に、３枚
の熱可塑性液晶ポリマー副構造１３１，ｌ３２，１３３で構成されている。熱可塑性液晶
ポリマー副構造１３１および１３２には、上面にのみ導体パターンが形成され、熱可塑性
液晶ポリマー副構造１３３には、上下面に導体パターンが形成されている。そのため、予
備積層体１３０の上下面には、導体パターンが導体層として形成されている。
【００５６】
　予備積層体１３０の上方には、第１の保護材１４２が配設され、予備積層体１３０の下
方には、第２の保護材１４４が配設される。第１の保護材１４２と上プラテン１１０との
間には、上プラテン１１０側に第１の耐熱性クッション材１５０が配設され、第１の保護
材１４２側に第１の金属板１５２が配設される。一方、第２の保護材１４４と下プラテン
１２０との間には、下プラテン１２０側に第２の耐熱性クッション材１６０が配設され、
第２の保護材１４４側に第２の金属板１６２が配設される。
【００５７】
（形状固定工程）
　形状固定工程では、熱可塑性液晶ポリマーの熱圧着温度未満において、前記熱プレス機
を第１の圧力に昇圧し、（Ｉ）前記予備積層体を、前記保護材を介して前記耐熱性クッシ
ョン材および金属板で加圧し、（ＩＩ）前記予備積層体の側方では、前記保護材の端部を
前記耐熱性クッション材の加圧によりシールし、（ＩＩＩ）前記保護材が前記予備積層体
の全ての側面に接した状態で前記予備積層体を包み込むことにより、前記予備積層体が、
所望の熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の形状となるよう形状を固定する。
　例えば、図２に示すように、まず熱プレス機１００からの加圧に従って、上下プラテン
１１０，１２０、第１および第２の耐熱性クッション材１５０，１６０、第１および第２
の金属板１５２，１６２、並びに第１および第２の保護材１４２，１４４により、上下両
面から予備積層体１３０を挟み、前記予備積層体１３０が、所望の熱可塑性液晶ポリマー
多層構造体の形状となるように、第１の圧力へ昇圧し、所定の時間、予備積層体１３０に
対する加圧を行う。この形状固定工程では、第１の圧力によって、第１および第２の耐熱
性クッション材１５０，１６０が、予備積層体１３０の上面および下面において、予備積
層体１３０の厚みに応じて沈み込む。
【００５８】
　その結果、予備積層体１３０の上面および下面は、それぞれ第１および第２の保護材１
４２，１４４を介して第１および第２の耐熱性クッション材１５０，１６０により加圧さ
れる。一方、予備積層体の配設されていない箇所である予備積層体１３０の側方では、第
１および第２の保護材１４２，１４４が互いに接する状態で、第１および第２の耐熱性ク
ッション材１５０，１６０により加圧される。
【００５９】
　その結果、第１および第２の保護材１４２，１４４は、それぞれ予備積層体１３０の上
面および下面に接する部分を保護するとともに、予備積層体１３０の全ての側面に接した
状態で、前記予備積層体１３０を包み込み、予備積層体１３０の側方において第１および
第２の耐熱性クッション材１５０，１６０でシールされる。そして、第１および第２の保
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護材１４２，１４４でシール構造を形成することにより、予備積層体１３０の形状が側面
も含めて固定される。その結果、予備積層体１３０が、所望の熱可塑性液晶ポリマー多層
構造体の形状となるように形状を固定され、後で行われる熱圧着工程において予備積層体
１３０の熱可塑性液晶ポリマーが加圧下で横にフローするのを抑制することができる。
【００６０】
　形状固定工程で予備積層体に対して負荷される第１の圧力は、耐熱性クッション材の形
状を変形させて、予備積層体を所望の形状とすることができる限り特に限定されないが、
例えば、２～６ＭＰａであってもよく、好ましくは２．５～５．５ＭＰａ、より好ましく
は３～５ＭＰａ、さらに好ましくは３．５～４．５ＭＰａであってもよい。
【００６１】
　なお、第１の圧力へ昇圧する工程は、室温下で行ってもよいし、熱圧着工程での熱圧着
温度未満（例えば、融着対象の熱可塑性液晶ポリマーのガラス転移温度未満）であれば、
適宜加熱された状態であってもよい。加熱する場合は、昇圧する前から加熱されていても
よい。加熱することにより、予備積層体を脱気して接着性を高めることができる。なお、
動的粘弾性測定（ＤＭＡ）にて３℃／分の速度で２５℃から２２０℃まで昇温したときに
現れるｔａｎＤのピーク温度をガラス転移温度とする。
【００６２】
　脱気乾燥工程の項で述べたように、脱気乾燥工程は、形状固定工程の一部として予備積
層体に対して行われてもよい。この場合、脱気乾燥条件は、前述した脱気乾燥工程で記載
された条件を参照して行われてもよい。予備積層体を脱気乾燥する観点からは、第１の圧
力へ昇圧する前から加熱するのが好ましい。例えば加熱温度としては、熱圧着工程での熱
圧着温度未満であれば特に限定されないが、例えば、熱圧着温度をＴ℃とした場合、（Ｔ
－２００）～（Ｔ－５０）℃であってもよく、好ましくは（Ｔ－１８０）～（Ｔ－７０）
℃、より好ましくは（Ｔ－１６０）～（Ｔ－９０）℃であってもよい。具体的には、例え
ば８０～３００℃、好ましくは８０～２００℃の範囲で加熱することにより行われてもよ
く、より好ましくは１００～２００℃の範囲、さらに好ましくは１１５～２００℃範囲で
行われてもよい。
　また、前記加熱温度で保持する時間は、例えば、５～１２０分、好ましくは５～６０分
程度であってもよく、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの水分率が、所定の範囲（例えば、
３８０ｐｐｍ以下、３００ｐｐｍ以下、または２００ｐｐｍ以下）になる時点を見計らっ
て適宜設定してもよい。
【００６３】
（熱圧着工程）
　熱圧着工程では、第１の圧力から減圧し、前記第１の圧力より低い第２の圧力下で、熱
圧着温度まで昇温し、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造を熱圧着させる。
　具体的には、形状固定工程により、所望の形状へと予備積層体の形状を固定した後、次
いで、減圧を行い、第１の圧力よりも低い第２の圧力へ減圧する。耐熱性クッション材は
変形しつつも反発弾性を有するため、予備積層体の形状に寄り添いつつ、保護材との位置
を変えずに予備積層体の形状を維持することができる。特に、本発明で用いられる耐熱性
繊維クッション材は、繊維で形成されるためか、第１の圧力から所定の圧力へ減圧しても
、加圧下であれば繊維間の空隙の形状をそのまま固定することができる。その結果、減圧
を行っても、すでに固定された耐熱性クッション材と保護材の位置を変えず予備積層体の
形状を維持することができる。
【００６４】
　第２の圧力は、変形した耐熱性クッション材や保護材の形状を保持し、予備積層体を所
定の形状に固定するとともに、加熱温度に応じて、熱可塑性液晶ポリマー分子が過度に流
動しない範囲で適宜選択することができ、例えば、０．５～３．５ＭＰａであってもよく
、好ましくは１．０～３．０ＭＰａ、より好ましくは１．５～２．５ＭＰａであってもよ
い。
【００６５】
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　第１の圧力と、第２の圧力との差は、例えば、０．８～２．５ＭＰａ程度であってもよ
く、好ましくは、１．３～２．３ＭＰａ程度であってもよい。
【００６６】
　例えば、図２に示すように、熱圧着工程では、前記第２の圧力下、予備積層体１３０の
温度を熱圧着温度まで昇温し、所定の時間保持することにより、隣接する熱可塑性液晶ポ
リマー副構造１３１，１３２，１３３同士が熱圧着される。
【００６７】
　第１および第２の金属板１５２，１６２が配設されることにより、熱圧着工程において
、前記第１および第２の耐熱性クッション材１５０，１６０に由来する模様などが予備積
層体１３０の表面に写りこむのを防ぐことができる。
【００６８】
　一方、熱圧着の際には、予備積層体１３０の上下面に形成された導体パターンは保護材
１４２，１４４により保護されるため、金属板からの圧力を受けても、導体パターンがず
れることなく熱圧着を行うことができる。このような保護材としては、導体パターンの形
状に応じて変形可能な多層複合材が好ましい。
【００６９】
　熱圧着温度は、熱可塑性液晶ポリマー副構造を形成する熱可塑性液晶ポリマー間で、隣
接するユニットのいずれか一方が融着できる範囲であれば限定されない。
【００７０】
　例えば、熱圧着温度は、事前に熱可塑性液晶ポリマー副構造の熱融着温度を把握した上
で決定してもよい。例えば、融着対象の熱可塑性液晶ポリマーフィルムの融点を（Ｔｍ）
とした場合、熱圧着温度は、例えば（Ｔｍ－２０）～（Ｔｍ＋２０）℃の範囲であっても
よく、好ましくは（Ｔｍ－１５）～（Ｔｍ＋５）℃程度であってもよい。確実な融着を行
う観点からは、融着対象の熱可塑性液晶ポリマーフィルムを、予備積層体の中で最も融点
の高い熱可塑性液晶ポリマーフィルムとしてもよい。
【００７１】
　また、熱圧着温度で保持する時間は、例えば、１～３０分、好ましくは１～１５分程度
であってもよい。
【００７２】
　熱圧着工程後、温度を降下させ、圧力を解放した後、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体
を保護材から取り外して、所望の形状（積層構造）を有する熱可塑性液晶ポリマー多層構
造体を得ることができる。また、耐熱性クッション材は、圧力解放により、反発弾性が回
復してクッション性を維持することができるため、耐熱性クッション材を複数回使用する
ことが可能である。特に耐熱性繊維クッション材では、繊維間の空隙が増加してクッショ
ン性を維持することができるため、耐熱性クッション材を複数回（特に１０回以上）繰り
返し使用することが可能である。
【００７３】
［第二の実施形態に係る製造方法］
　図３に、第二の実施形態に係る製造方法について、形状固定工程前の状態を説明するた
めの概略断面図を示す。図３において、図１と同一または対応する部材には同じ番号を付
し、説明を省略している。第二の実施形態に係る製造方法は、第一の実施形態に係る製造
方法と比較して、基本的に同様の工程を備えており、重複する工程についてはその説明を
繰り返さない。
【００７４】
　図３に示すように、本発明の第二の実施形態においては、熱プレス機２００からの加圧
に従って、上下プラテン１１０，１２０、第１および第２の耐熱性クッション材１５０，
１６０、第１および第２の金属板１５２，１６２、および第１および第２の保護材２４２
，２４４により、上下両面から予備積層体２３０が加熱および加圧される。予備積層体２
３０は、上から順に、３枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造２３１，２３２，２３３で構成
されている。熱可塑性液晶ポリマー副構造２３１は、熱可塑性液晶ポリマー層単体であり
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、熱可塑性液晶ポリマー副構造２３２，２３３には、熱可塑性液晶ポリマー層の上面にの
み導体パターンが形成されている。そのため、予備積層体２３０には、その上下面に導体
パターンが存在していない。
【００７５】
　予備積層体２３０の上方には、第１の保護材２４２が配設され、予備積層体２３０の下
方には、第２の保護材２４４が配設される。第１の保護材２４２と上プラテン１１０との
間には、上プラテン１１０側に第１の耐熱性クッション材１５０が配設され、第１の保護
材２４２側に第１の金属板１５２が配設される。一方、第２の保護材２４４と下プラテン
１２０との間には、下プラテン１２０側に第２の耐熱性クッション材１６０が配設され、
第２の保護材２４４側に第２の金属板１６２が配設される。
【００７６】
（形状固定工程）
　形状固定工程では、第１および第２の保護材２４２，２４４が図２の第１および第２の
保護材１４２，１４４に代えて用いられること以外は、図２とほぼ同様に行われる。第２
の実施形態では、第１および第２の保護材２４２，２４４はそれぞれ前記予備積層体２３
０の上下面を取り囲むとともに、予備積層体２３０の側方へとはみ出た第１および第２の
保護材２４２，２４４の端部は、前記第１および第２の耐熱性クッション材１５０，１６
０により上下方向から圧迫される。
【００７７】
（熱圧着工程）
　形状固定工程により、所望の形状へと予備積層体２３０の形状を固定した後、次いで、
減圧を行い、第１の圧力よりも低い第２の圧力へ減圧する。そして、前記第２の圧力下、
予備積層体２３０の温度を熱圧着温度まで昇温し、所定の時間保持することにより、隣接
する熱可塑性液晶ポリマー副構造２３１，２３２，２３３同士が熱圧着される。
【００７８】
　予備積層体２３０の上下面には導体パターンが形成されていないため、熱圧着の際には
、金属板からの圧力を受けても、予備積層体２３０の上下面の形状に影響を及ぼさず熱圧
着を行うことができる。このような場合、製造工程の簡略化のために第１および第２の保
護材２４２，２４４として単層シートを用いてもよい。
【００７９】
　なお、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の上面および下面の少なくとも一方に導体パタ
ーンが形成されている場合、当該導体パターンが形成されている表面に接する保護材は、
前記導体パターンの形状に応じて変形可能な多層複合材であってもよく、当該導体パター
ンが形成されていない表面に接する保護材は、単層シートであってもよい。
【００８０】
［第三の実施形態に係る製造方法］
　本発明の別の実施形態に係る熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法を、図４およ
び図５を参照しつつ、以下に説明する。本発明では、予備積層体の上下面の少なくとも一
方に、当該予備積層体の表面に対して近い方から順に保護材、金属板、および耐熱性クッ
ション材を配設すればよいため、図４および５では、これらを予備積層体の一方の面に配
設している。図ではわかりやすさを重視して、予備積層体の上方のみに金属板および耐熱
性クッション材を配設しているが、当然、予備積層体の下方のみに金属板、および耐熱性
クッション材を配設してもよい。
【００８１】
　図４は、本発明の第三の実施形態による熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法に
ついて、形状固定工程前の状態を説明するための概略断面図であり、図５は、形状固定工
程において予備積層体に圧力を加える状態を説明するための概略断面図である。図４およ
び図５において、図１と同一または対応する部材には同じ番号を付し、説明を省略してい
る。第三の実施形態に係る製造方法は、第一の実施形態に係る製造方法と比較して、基本
的に同様の工程を備えており、重複する工程についてはその説明を繰り返さない。
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【００８２】
　図４に示すように、本発明の第三の実施形態においては、上プラテン１１０および下プ
ラテン１２０を備える熱プレス機３００により、上下両面から予備積層体１３０が加熱お
よび加圧される。予備積層体１３０は、上から順に、３枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造
１３１，ｌ３２，１３３で構成されている。熱可塑性液晶ポリマー副構造１３１および１
３２には、上面にのみ導体パターンが形成され、熱可塑性液晶ポリマー副構造１３３には
、上下面に導体パターンが形成されている。そのため、予備積層体の上下面には、導体パ
ターンが導体層として形成されている。
【００８３】
　予備積層体１３０の上方には、第１の保護材１４２が配設され、予備積層体１３０の下
方には、第２の保護材１４４が配設される。第１の保護材１４２と上プラテン１１０との
間には、上プラテン１１０側に第１の耐熱性クッション材１５０が配設され、第１の保護
材１４２側に第１の金属板１５２が配設される。一方、第２の保護材１４４と下プラテン
１２０との間には、何も配設されず、加圧時には、第２の保護材１４４は下プラテン１２
０に直接接触する。
【００８４】
　本発明では、予備積層体の上下面の少なくとも一方に、当該予備積層体の表面に対して
近い方から順に保護材、金属板、および耐熱性クッション材が配設されればよく、第１の
耐熱性クッション材１５０単独でも、上下プラテンによる加圧に対して予備積層体に対す
る十分な沈み込み性を達成できるため、下プラテン側において、金属板および耐熱性クッ
ション材の配設が省略されている。
【００８５】
（形状固定工程）
　図５に示すように、上プラテン１１０および下プラテン１２０を備える熱プレス機３０
０により、上面から第１の耐熱性クッション材１５０、第１の金属板１５２および第１の
保護材１４２で、下面から第２の保護材１４４で、上下両面から予備積層体１３０を挟み
、前記予備積層体１３０が、所望の熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の形状となるように
、第１の圧力へ昇圧し、所定の時間、予備積層体１３０に対する加圧を行う。この形状固
定工程では、第１の圧力によって、前記第１の耐熱性クッション材１５０が変形する。
【００８６】
　前記第１および第２の保護材１４２，１４４は、それぞれ前記予備積層体１３０の上下
面を取り囲むとともに、予備積層体１３０の側方へとはみ出た第１および第２の保護材１
４２，１４４の端部は、さらに第１の耐熱性クッション材１５０および下プラテン１２０
により上下方向から圧迫される。この場合、第１および第２の保護材１４２，１４４のシ
ール構造は、下プラテン１２０に対する第１の耐熱性クッション材１５０の圧迫により形
成される。このシール構造により、予備積層体１３０の形状が側面も含めて固定され、後
で行われる昇温工程において予備積層体１３０の熱可塑性液晶ポリマーが加圧下で横にフ
ローするのを抑制することができる。
【００８７】
　一方、第１の金属板１５２が配設されることにより、形状固定工程において前記第１の
耐熱性クッション材１５０が変形する程圧力がかかったとしても、耐熱性クッション材１
５０に由来する模様などが予備積層体１３０の表面に写りこむのを防ぐことができる。
【００８８】
　また、前記第１の耐熱性クッション材１５０の変形に追随し、第１および第２の保護材
１４２，１４４は、その端部が予備積層体１３０の側面を包み込むよう変形する。その結
果、予備積層体１３０の側面は、保護材１４２，１４４および耐熱性クッション材１５０
により包み込まれ、予備積層体１３０が所望の熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の形状と
なるように、形状を固定することができる。
【００８９】
　なお、第１の圧力へ昇圧する工程は、室温下で行ってもよいし、熱可塑性液晶ポリマー
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の熱圧着温度未満であれば、適宜加熱された状態であってもよい。加熱する場合は、昇圧
する前から加熱されていてもよい。
【００９０】
（熱圧着工程）
　形状固定工程により、所望の形状へと予備積層体１３０の形状を固定した後、次いで、
減圧を行い、第１の圧力よりも低い第２の圧力へ減圧する。熱圧着工程では、前記第２の
圧力下、予備積層体１３０の温度を熱圧着温度まで昇温し、所定の時間保持することによ
り、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造１３１，１３２，１３３同士が熱圧着される。
熱圧着の際には、予備積層体１３０の上下面に形成された導体パターンは保護材１４２，
１４４により保護されるため、金属板からの圧力を受けても、導体パターンがずれること
なく熱圧着を行うことができる。
【００９１】
　熱圧着工程後、温度を降下させ、圧力を解放した後、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体
を保護材から取り外して、所望の形状（積層構造）を有する熱可塑性液晶ポリマー多層構
造体を得ることができる。
【００９２】
　上述した代表的な第１、第２および第３の実施形態以外にも、本発明の概念に基づいて
、さまざまな実施形態が含まれうる。以下に、各実施形態において共通する点を説明する
。
【００９３】
（耐熱性クッション材）
　耐熱性クッション材は、変形性を有しつつも、反発弾性を有する限り特に限定されず、
好ましい耐熱性クッション材としては、耐熱性クッションシート、耐熱性繊維クッション
材などを挙げることができる。
【００９４】
　変形性を有しつつも、反発弾性を有する観点から、耐熱性クッション材の目付は、構成
素材の種類に応じて適宜選択することができるが、良好な反発弾性を有する観点から、例
えば、１００～３０００ｇ／ｍ２であってもよく、好ましくは１５０～２５００ｇ／ｍ２

、より好ましくは３００～２０００ｇ／ｍ２であってもよい。また、これらの耐熱性クッ
ション材を数枚重ねてクッション性を増やしても良い。
【００９５】
　例えば、耐熱性繊維クッション材は、耐熱性の繊維集合体で形成されたクッション材で
ある。耐熱性繊維集合体は、例えば、熱圧着温度における使用が可能な耐熱性繊維、例え
ば、熱変形温度が熱圧着温度以上である耐熱性繊維で形成されていればよく、求められる
耐熱性は熱圧着温度に応じて設定することができる。例えば、耐熱性繊維の目安としては
、２６０℃でクッション材としての使用が可能な繊維であってもよい。
【００９６】
　耐熱性繊維としては、耐熱性有機繊維、金属繊維、無機繊維などが挙げられる。より詳
細には、耐熱性有機繊維としては、融点または熱分解温度が２６０℃以上である繊維であ
ってもよく、例えば、アラミド繊維（メタ系アラミド繊維、パラ系アラミド繊維）、半芳
香族ポリアミド系繊維（例えば、Ｃ９脂肪族ジアミン単位と芳香族ジカルボン酸単位とで
構成されるポリアミド（ＰＡ９Ｃ）繊維）、ポリイミド（ＰＩ）繊維、ポリフェニレンサ
ルファイド（ＰＰＳ）繊維、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）繊維、ポリベンズ
イミダゾール（ＰＢＩ）繊維、ポリパラフェニレンベンズオキサゾール（ＰＢＯ）繊維、
ノボロイド繊維などが挙げられる。金属繊維としては、ステンレス鋼繊維、銅繊維、ニッ
ケル繊維、アルミニウム繊維などが挙げられる。無機繊維としては、ガラス繊維などが挙
げられる。これらの繊維は耐熱性繊維クッション材を構成する繊維として、単独でまたは
二種以上組み合わせて使用してもよい。
【００９７】
　繊維集合体としては、クッション性を呈する繊維集合体であれば特に限定されず、織物
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、編物、機械的結合不織布（例えば、ニードルパンチ不織布など）、フェルト、ウェブな
どであってもよく、クッション性の観点から、不織布、フェルト、金属繊維や無機繊維の
板状成形物が好ましく、金属繊維不織布または融点若しくは熱分解温度が２６０℃以上の
有機繊維不織布であることがより好ましい。
【００９８】
　耐熱性繊維クッション材のファイバー径は、例えば、１～３０μｍであってもよく、好
ましくは２～２０μｍであってもよく、より好ましくは５～１８μｍであってもよい。
【００９９】
　また、耐熱性クッションシートは、繊維以外の、耐熱性の材料で形成されたクッション
材である。繊維以外の耐熱性の材料としては、耐熱性樹脂や耐熱性ゴムなどが挙げられる
。耐熱性クッションシートとしては、ショア硬度がＡ５０～Ａ９５程度である耐熱性クッ
ションシート、例えば、西部ポリマ化成（株）製「スーパーテンペックス」や、（株）金
陽社製「シルベスト」などが挙げられる。
【０１００】
　本発明の製造工程によれば、耐熱性クッション材は、繰り返し使用することができ、製
造コストを低減することができる。
【０１０１】
　また、耐熱性クッション材の縦方向の長さ（ＣＬ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）が
、予備積層体の縦方向の長さ（ＰＬ）および横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関
係を有しているのが好ましい。
　ＰＬ＋１≦ＣＬ≦ＰＬ＋１０　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＰＷ＋１≦ＣＷ≦ＰＷ＋１０　　　（単位：ｃｍ）
　より好ましくは、以下の関係を有しているのが好ましい。
　ＰＬ＋２≦ＣＬ≦ＰＬ＋８　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＰＷ＋２≦ＣＷ≦ＰＷ＋８　　　（単位：ｃｍ）
【０１０２】
　耐熱性クッション材は、例えば、厚みが、０．５～２０ｍｍ程度であってもよく、好ま
しくは１～１８ｍｍ程度、さらに好ましくは１．５～１６ｍｍ程度であってもよい。
【０１０３】
　また、熱プレスにより積層する予備積層体の積層後の総厚みをＤ（単位：ｍｍ）、とし
た場合、耐熱性クッション材の厚みは、熱プレス機における総厚みとして、（Ｄ＋０．５
）～（Ｄ＋２０）ｍｍ程度、好ましくは（Ｄ＋１）～（Ｄ＋１５）ｍｍ程度、さらに好ま
しくは（Ｄ＋２）～（Ｄ＋１０）ｍｍ程度であってもよい。
【０１０４】
（金属板）
　金属板は、耐熱性クッション材に由来する形状が、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の
表面に写るのを防ぐために配設される。したがって、耐熱性クッション材が配設されない
場合は、金属板についても配設しなくてもよい。
　金属板を構成する金属としては、例えば、耐圧縮性の高い公知または慣用の金属材料を
用いることができ、好ましくはステンレス鋼または銅である。
【０１０５】
　金属板は、例えば、厚みが、０．１～２ｍｍ程度であってもよく、好ましくは０．２～
０．８ｍｍ程度、さらに好ましくは０．３～０．６ｍｍ程度であってもよい。
【０１０６】
　また、金属板の縦方向の長さ（ＭＬ）および横方向の辺の長さ（ＭＷ）は、耐熱性クッ
ション材の縦方向の長さ（ＣＬ）および横方向の辺の長さ（ＣＷ）および予備積層体の縦
方向の長さ（ＰＬ）および横方向の辺の長さ（ＰＷ）に対し、以下の関係を有していても
よい。
　ＰＬ－１．０≦ＭＬ≦ＰＬ　　　（単位：ｃｍ）
　ＰＷ－１．０≦ＭＷ≦ＰＷ　　　（単位：ｃｍ）
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　ＣＬ－１１≦ＭＬ≦ＣＬ－１．２　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＣＷ－１１≦ＭＷ≦ＣＷ－１．２　　　（単位：ｃｍ）
【０１０７】
　好ましくは、以下の関係を有していてもよい。
　ＰＬ－０．８≦ＭＬ≦ＰＬ（単位：ｃｍ）
　ＰＷ－０．８≦ＭＷ≦ＰＷ（単位：ｃｍ）
　ＣＬ－８≦ＭＬ≦ＣＬ－０．５　　　（単位：ｃｍ）かつ
　ＣＷ－８≦ＭＷ≦ＣＷ－０．５　　　（単位：ｃｍ）
【０１０８】
（保護材）
　保護材は、熱圧着工程において、予備積層体の表面、すなわち、上下面および側面を包
み込むことにより、予備積層体の表面を保護するために用いられる。保護材としては、例
えば、ポリテトラフルオロエチレンシート、ポリイミドシート、アルミ箔などの金属箔と
耐熱性ポリマーシートとの複合材などが挙げられる。
【０１０９】
　保護材は、例えば、予備積層体の表面の状態に応じて適宜使い分けてもよく、予備積層
体の最外表面に導体パターンが形成されている場合、当該最外表面に接する保護材は、前
記導体パターンの形状に応じて変形可能な多層複合材であってもよい。
【０１１０】
　一方、予備積層体の最外表面に導体パターンが形成されている場合、当該最外表面に接
する保護材は、前記導体パターンの形状に応じて変形可能な多層複合材であってもよいが
、作業の簡便性から、単なる単層シートであってもよい。
【０１１１】
　例えば、多層複合材としては、第１の金属箔（好ましくは、アルミ箔）、互いにＭＤ方
向が直交する１対の高密度ポリエチレンシート、第２の金属箔（好ましくは、アルミ箔）
、および低摩擦性フィルムで形成されている多層複合材が特に好ましく用いられる。
【０１１２】
　高密度ポリエチレンシートは、公知または慣用のＨＤＰＥシートを用いることができる
が、例えば高密度ポリエチレンの粘度平均分子量は、例えば２万～５０万、好ましくは５
万～３０万程度、更に好ましくは１０万～２０万程度であってもよい。
【０１１３】
　低摩擦性フィルムとしては、ＪＩＳ　Ｋ　７１２５で定義される静摩擦係数が０．３０
以下（好ましくは、０．０５～０．２５程度）の低い摩擦係数を有するフィルムが挙げら
れ、具体的には、超高分子量ポリエチレンフィルム、ポリテトラフルオロエチレンフィル
ムなどが例示できる。
【０１１４】
　例えば、超高分子量ポリエチレンフィルムは、静摩擦係数が０．１０～０．２５程度で
あり、その粘度平均分子量が、例えば１００万以上、好ましくは２００万～７００万程度
、更に好ましくは３００万～６００万程度であってもよい。なお、粘度平均分子量の算出
に使用する極限粘度数の測定方法は、ＪＩＳ　Ｋ７３６７－３：１９９９に準拠して測定
できる。
【０１１５】
　また、ポリテトラフルオロエチレンフィルムは、静摩擦係数が０．０８～０．１２程度
であり、その溶融粘度は、３８０℃において、１０１０ｐｏｉｓｅ以上、好ましくは１０
１０～１０１１ｐｏｉｓｅの範囲内であってもよい。
【０１１６】
（熱可塑性液晶ポリマー多層構造体）
　本発明の製造方法では、熱圧着工程においてポリマーが流動し、導体パターンなどをつ
ぶしてしまうことを抑制できるとともに、意図しない層間のずれを防止でき、熱可塑性液
晶ポリマー副構造間の一体性に優れた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得ることができ
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る。
【０１１７】
　熱可塑性液晶ポリマー副構造としては、熱可塑性液晶ポリマーから形成され、複数の熱
可塑性液晶ポリマー副構造が熱圧着により一体化可能である限りさまざま形状のものを用
いることが可能である。好ましくは、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体において、熱可塑
性液晶ポリマー副構造は、（ｉ）熱可塑性液晶ポリマー層単独（Ｌ）、（ｉｉ）導体層を
一方の面に有する熱可塑性液晶ポリマー層（ＣＬ）、および（ｉｉｉ）導体層を双方の面
に有する熱可塑性液晶ポリマー層（ＣＬＣ）からなる群から選択することができる。ここ
で、導体層としては、導体パターン、導体箔、導体膜などが挙げられ、これらの導体層に
は、必要に応じて、適宜所望の形状が形成されていてもよい。
【０１１８】
　前記熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は、導体層を３層以上有していてもよい。また、
用途に応じて、導体層を５層以上、７層以上有していてもよい。導体層の上限は、用途に
応じて適宜設定することができ、例えば、２０層程度であってもよい。
【０１１９】
　また、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を構成する熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、
それぞれの融点が同一であっても、異なっていてもよい。異なっている場合は、最も融点
の低いフィルムと、最も融点の高いフィルムとの間の温度差が、０℃を越えて１００℃以
下、好ましくは１０℃以上９０℃以下、より好ましくは２０℃以上８０℃以下であっても
よい。
【０１２０】
　また、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を構成する熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、
それぞれの厚みが同一であっても、異なっていてもよい。異なっている場合は、最も厚い
フィルムと、最も薄いフィルムとの間の差が、０μｍを越えて５０μｍ以下、好ましくは
１０μｍ以上４０μｍ以下、より好ましくは２０μｍ以上３０μｍ以下であってもよい。
【０１２１】
　熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の製造方法には、必要に応じて、当業者に公知の加工
工程、例えば、ブラインドバイア、スルーホールのための穿孔およびメッキ処理などが含
まれてもよい。
【０１２２】
　例えば、前記熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は、電気・電子分野や、事務機器・精密
機器分野などにおいて用いられる部品として有効に用いることができ、例えば、回路基板
（特にミリ波レーダ用基板）などとして有用に用いることができる。
【実施例】
【０１２３】
　以下、実施例により本発明をより詳細に説明するが、本発明は本実施例により何ら限定
されるものではない。なお、以下の実施例及び比較例においては、下記の方法により各種
物性を測定した。
【０１２４】
［融点］
　ＤＳＣ（ＴＡインスツルメント製、「Ｑ２０００」）を用いて、サンプル５ｍｇについ
て、室温から毎分２０℃の速度でサンプルを重合した温度まで昇温を行い、その温度で２
分保持し、毎分２０℃の速度で２５℃まで冷却を行い、２５℃で２分保持し、再び毎分２
０℃の速度で昇温した際の、吸熱ピーク温度を融点とした。
【０１２５】
［熱可塑性液晶ポリマー多層構造体（ＬＣＰ多層構造体）への模様の転写］
　熱圧着工程後に得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の表面について、目視により
耐熱性クッション材の模様が転写されているかどうかを確認し、以下の基準により評価し
た。
○：熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の表面に、転写された模様が確認されない。
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×：熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の表面に、転写された模様が確認された。
【０１２６】
［クッション材の形状保持性］
　熱圧着工程後における耐熱性クッション材の形状保持性を、以下の基準により評価した
。
○：耐熱性クッション材が形状を保持してプラテンに融着せず、圧力解放後は再度クッシ
ョン性を回復した。
×：耐熱性クッション材が形状を保持できずプラテンに融着した、および／または圧力解
放後はクッション性を回復しなかった。
【０１２７】
［熱可塑性液晶ポリマー多層構造体（ＬＣＰ多層構造体）の流動・潰れ］
　熱圧着工程後に得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の流動・潰れについて、目視
により、以下の基準により評価した。
○：熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は、各層においてずれることなく接着し、表面の導
体パターンの潰れもなく、側面においても樹脂が側方に流動していなかった。
×：熱可塑性液晶ポリマー多層構造体には、各層がずれた状態で接着するか、表面の導体
パターンが潰れているか、側面においても樹脂が側方に流動しているか、いずれかの現象
が少なくとも一つ発生していた。
【０１２８】
（参考例１）
　融点３１０℃の熱可塑性液晶ポリマーフィルム（（株）クラレ製、「ベクスター」、縦
３０ｃｍ×横４０ｃｍ×厚さ１８μｍ）の両面に同じサイズの銅箔（福田金属箔粉工業（
株）製、「ＣＦ－Ｈ９Ａ－ＤＳ－ＨＤ２－１２」）を重ね合わせ、真空バッチプレス（北
川精機（株）製、「ＶＨ２－１６００」）により、２９０℃、２ＭＰａで熱圧着させて両
面銅張板を作製した。その後エッチングにより導体パターンを形成し、導体パターンが双
方の面に形成された熱可塑性液晶ポリマー副構造を得た。
【０１２９】
（参考例２）
　融点３１０℃の熱可塑性液晶ポリマーフィルム（（株）クラレ製、「ベクスター」、縦
３０ｃｍ×横４０ｃｍ×厚さ１８μｍ）の片面のみに同じサイズの銅箔（福田金属箔粉工
業（株）製、「ＣＦ－Ｈ９Ａ－ＤＳ－ＨＤ２－１２」）を重ね合わせ、真空バッチプレス
（北川精機（株）製、「ＶＨ２－１６００」）により、２９０℃、２ＭＰａで熱圧着させ
て片面銅張板を作製した。その後エッチングにより導体パターンを形成し、導体パターン
が一方の面に形成された熱可塑性液晶ポリマー副構造を得た。
【０１３０】
［実施例１］
　熱プレス機において、図１に示すように、熱プレス機の上プラテンから順に、耐熱性ク
ッション材、金属板、保護材を配設するとともに、熱プレス機の下プラテンから順に、耐
熱性クッション材、金属板、保護材を配設し、これらの保護材の間に予備積層体を位置合
わせして配置した。なお、予備積層体は、参考例１および２で得られた熱可塑性液晶ポリ
マー副構造を図１のように組み合わせ、３枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造で構成され、
耐熱性クッション材、金属板、保護材、および予備積層体は、それぞれ中心点が厚み方向
で一致している。
【０１３１】
　なお、耐熱性クッション材としてステンレス鋼ウェブ（日本精線（株）製、「ナスロン
ウェブ」、ファイバー径８μｍ、目付１８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
１５ｍｍ）を使用し、金属板としてＳＵＳ板（縦３０ｃｍ×横４０ｃｍ×厚さ０．４ｍｍ
）を使用した。さらに保護材として、予備積層体からプラテン側に向かって、ポリテトラ
フルオロエチレンフィルム（厚み３０μｍ、静摩擦係数０．１２）、第１のアルミ箔（厚
み５０μｍ）、第１の高密度ポリエチレンフィルム（大倉工業（株）製、「ＨＤフィルム
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」、厚み５０μｍ）、前記第１の高密度ポリエチレンフィルムとＭＤ方向が直交した状態
の第２の高密度ポリエチレンフィルム（大倉工業（株）製、「ＨＤフィルム」、厚み５０
μｍ、メルトフローインデックス０．０５）、および第２のアルミ箔（厚み５０μｍ）の
順で配設した。なお、保護材のサイズは、縦３４ｃｍ×横４４ｃｍである。
【０１３２】
　熱プレス機として、真空バッチプレス機（北川精機（株）製、「ＶＨ２－１６００」）
を用いて、まず、形状固定工程を行った。具体的には、真空４ｔｏｒｒ、１６０℃におい
て、予備積層体の上面および下面を圧力４ＭＰａで１０分間加圧を行った。この操作によ
り、図２に示すように、予備積層体の側面は保護材および耐熱性クッション材により包み
込まれ、さらに、保護材が予備積層体の側方において、耐熱性クッション材によりシール
された。
　次いで、予備積層体への加圧を２ＭＰａに減圧し、３００℃へ昇温を行った後、３０分
間保持し、予備積層体の熱圧着を行い、常温まで冷却した後、圧力を解放し、熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に
示す。
【０１３３】
［実施例２］
　耐熱性クッション材として、ステンレス鋼フェルト（日本精線（株）製、「ナスロンフ
ェルト」、ファイバー径８μｍ、目付１５００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
７ｍｍ）を使用する以外は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得
た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１３４】
［実施例３］
　耐熱性クッション材として、パラ系アラミド繊維ニードルパンチ不織布（イチカワ（株
）製、「エースボード」、目付１３００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ７ｍｍ
）を使用する以外は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得
られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１３５】
［実施例４］
　耐熱性クッション材として、Ｃ９脂肪族ジアミン単位とテレフタル酸単位で構成される
半芳香族ポリアミド系樹脂（（株）クラレ製、「ジェネスタ　ＰＡ９Ｔ」）のメルトブロ
ー不織布（目付８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ３ｍｍ）を使用する以外
は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１３６】
［比較例１］
　クッション材として、耐熱性を有さないポリエステル不織布（目付４４００ｇ／ｍ２、
縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ２０ｍｍ）を使用する以外は、実施例１と同様にして熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を
表７に示す。
【０１３７】
［実施例５］
　融点３１０℃の熱可塑性液晶ポリマーフィルム（（株）クラレ製、「ベクスター」、縦
３０ｃｍ×横４０ｃｍ×厚さ１８μｍ）および参考例２で得られた熱可塑性液晶ポリマー
副構造を、図３のように組み合わせ、３枚の熱可塑性液晶ポリマー副構造で予備積層体を
形成した。
【０１３８】
　この予備積層体に対し、保護材としてポリテトラフルオロエチレンシートを使用する以
外は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性
液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
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【０１３９】
［実施例６］
　耐熱性クッション材として、ステンレス鋼フェルト（日本精線（株）製、「ナスロンフ
ェルト」、ファイバー径８μｍ、目付１５００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
７ｍｍ）を使用する以外は、実施例５と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得
た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４０】
［実施例７］
　耐熱性クッション材として、パラ系アラミド繊維ニードルパンチ不織布（イチカワ（株
）製、「エースボード」、目付１３００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ７ｍｍ
）を使用する以外は、実施例５と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得
られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４１】
［実施例８］
　耐熱性クッション材として、Ｃ９脂肪族ジアミン単位とテレフタル酸単位で構成される
半芳香族ポリアミド系樹脂（（株）クラレ製、「ジェネスタ　ＰＡ９Ｔ」）のメルトブロ
ー不織布（目付８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ３ｍｍ）を使用する以外
は、実施例５と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４２】
［比較例２］
　クッション材として、耐熱性を有さないポリエステル不織布（目付４４００ｇ／ｍ２、
縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ２０ｍｍ）を使用する以外は、実施例５と同様にして熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を
表７に示す。
【０１４３】
［実施例９］
　熱プレス機において、図４に示すように、熱プレス機の上プラテンから順に、耐熱性ク
ッション材、金属板、保護材を配設し、熱プレス機の下プラテンと予備積層体の間には、
保護材のみを配設する以外は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を
得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４４】
［実施例１０］
　耐熱性クッション材として、ステンレス鋼フェルト（日本精線（株）製、「ナスロンフ
ェルト」、ファイバー径８μｍ、目付１５００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
７ｍｍ）を使用する以外は、実施例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得
た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４５】
［実施例１１］
　耐熱性クッション材として、パラ系アラミド繊維ニードルパンチ不織布（イチカワ（株
）製、「エースボード」、目付１３００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ７ｍｍ
）を使用する以外は、実施例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得
られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１４６】
［実施例１２］
　耐熱性クッション材として、Ｃ９脂肪族ジアミン単位とテレフタル酸単位で構成される
半芳香族ポリアミド系樹脂（（株）クラレ製ジェネスタ　ＰＡ９Ｔ」）のメルトブロー不
織布（目付８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ３ｍｍ）を使用する以外は、
実施例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポ
リマー多層構造体の評価を表７に示す。
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【０１４７】
［実施例１３］
　参考例１および２で得られた熱可塑性液晶ポリマー副構造を、熱風オーブンを用いて２
００℃で６０分間脱気乾燥を行い、水分率を１００ｐｐｍ以下とした後に、予備積層体を
形成し形状固定工程を行った以外は、実施例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構
造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
　なお、脱気乾燥工程を経て得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は各層間の接着性
が高く、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造間で剥離が困難であった。
【０１４８】
［実施例１４］
　参考例１および２で得られた熱可塑性液晶ポリマー副構造を、真空オーブンを用いて２
００℃、真空度１５００Ｐａ以下で６０分間脱気乾燥を行い、水分率を１００ｐｐｍ以下
とした後に、予備積層体を形成し形状固定工程を行った以外は、実施例９と同様にして熱
可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価
を表７に示す。
　なお、脱気乾燥工程を経て得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は各層間の接着性
が高く、隣接する熱可塑性液晶ポリマー副構造間で剥離が困難であった。
【０１４９】
［比較例３］
　クッション材として、耐熱性を有さないポリエステル不織布（目付４４００ｇ／ｍ２、
縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ２０ｍｍ）を使用する以外は、実施例９と同様にして熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を
表７に示す。
【０１５０】
［比較例４］
　熱プレス機４００において、図６に示すように、金属板を用いることなく、熱プレス機
の上プラテン１１０から順に、耐熱性クッション材１５０、保護材１４２を配設するとと
もに、熱プレス機の下プラテンから順に、耐熱性クッション材１６０、保護材１４４を配
設する以外は、実施例１と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた
熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５１】
［比較例５］
　耐熱性クッション材として、ステンレス鋼フェルト（日本精線（株）製、「ナスロンフ
ェルト」、ファイバー径８μｍ、目付１５００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
７ｍｍ）を使用する以外は、比較例４と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得
た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５２】
［比較例６］
　耐熱性クッション材として、パラ系アラミド繊維ニードルパンチ不織布（イチカワ（株
）製、「エースボード」、目付１３００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ７ｍｍ
）を使用する以外は、比較例４と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得
られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５３】
［比較例７］
　耐熱性クッション材として、Ｃ９脂肪族ジアミン単位とテレフタル酸単位で構成される
半芳香族ポリアミド系樹脂（（株）クラレ製、「ジェネスタ　ＰＡ９Ｔ」）のメルトブロ
ー不織布（目付８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ３ｍｍ）を使用する以外
は、比較例４と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５４】
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［比較例８］
　クッション材として、耐熱性を有さないポリエステル不織布（目付４４００ｇ／ｍ２、
縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ２０ｍｍ）を使用する以外は、比較例４と同様にして熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を
表７に示す。
【０１５５】
［比較例９］
　熱プレス機５００において、図７に示すように、金属板のサイズを大きくし、ＳＵＳ板
（縦３１ｃｍ×横４１ｃｍ×厚さ０．４ｍｍ）を使用する以外は、実施例１と同様にして
熱プレス機５００の上プラテン１１０から順に、耐熱性クッション材１５０、金属板５５
２、保護材１４２を配設するとともに、熱プレス機の下プラテンから順に、耐熱性クッシ
ョン材１６０、金属板５６２、保護材１４４を配設する以外は、熱可塑性液晶ポリマー多
層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５６】
［比較例１０］
　耐熱性クッション材として、ステンレス鋼フェルト（日本精線（株）製、「ナスロンフ
ェルト」、ファイバー径８μｍ、目付１５００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ
７ｍｍ）を使用する以外は、比較例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得
た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５７】
［比較例１１］
　耐熱性クッション材として、パラ系アラミド繊維ニードルパンチ不織布（イチカワ（株
）製、「エースボード」、目付１３００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ７ｍｍ
）を使用する以外は、比較例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得
られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５８】
［比較例１２］
　耐熱性クッション材として、Ｃ９脂肪族ジアミン単位とテレフタル酸単位で構成される
半芳香族ポリアミド系樹脂（（株）クラレ製、「ジェネスタ　ＰＡ９Ｔ」）のメルトブロ
ー不織布（目付８００ｇ／ｍ２、縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ３ｍｍ）を使用する以外
は、比較例９と同様にして熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液
晶ポリマー多層構造体の評価を表７に示す。
【０１５９】
［比較例１３］
　クッション材として、耐熱性を有さないポリエステル不織布（目付４４００ｇ／ｍ２、
縦３３ｃｍ×横４３ｃｍ×厚さ２０ｍｍ）を使用する以外は、比較例９と同様にして熱可
塑性液晶ポリマー多層構造体を得た。得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の評価を
表７に示す。
【０１６０】
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【表７】

【０１６１】
　実施例１～８では、耐熱性クッション材を金属板と組み合わせ、保護材が予備積層体の
側面に接した状態で熱圧着をしたため、得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体には、
耐熱性クッション材に由来する模様は転写されておらず、熱可塑性液晶ポリマーの流動や
、導体パターンの潰れは確認されなかった。また、耐熱性クッション材も熱圧着工程にお
いて形状を保持することができ、プラテンへの融着は発生しなかった。また、圧力解放後
は、再度クッション性を回復していた。そのため、耐熱性クッション材は、繰り返しの使
用に耐えることが推測される。
【０１６２】
　また、耐熱性クッション材が、予備積層体の一方の面にのみ配設されている実施例９～
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１４においても、得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体には、耐熱性繊維クッション
材に由来する模様は転写されておらず、熱可塑性液晶ポリマーの流動や、導体パターンの
潰れは確認されなかった。また、耐熱性クッション材も熱圧着工程において形状を保持す
ることができ、プラテンへの融着は発生しなかった。また、圧力解放後は、再度クッショ
ン性を回復していた。
【０１６３】
　一方、比較例１～３、８および１３は、クッション材として、耐熱性の低いポリエステ
ル不織布を用いたため、得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体には、ポリエステル不
織布に由来する転写が無いものの、不織布で使用されているポリエステル樹脂（融点：２
６０℃未満）の融点以上の熱圧着温度により、ポリエステルが溶融してしまい、液晶ポリ
マーの流動を十分とめることができず、実用的ではなかった。また、ポリエステル樹脂が
溶融してしまうことにより、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体のズレが激しく、何層にも
重ねることができなかった。
【０１６４】
　比較例４～７では、耐熱性クッション材を金属板と組み合わせずに用いたため、熱可塑
性液晶ポリマーの流動や、導体パターンの潰れは確認されなかったものの、耐熱性繊維ク
ッション材に由来する模様が、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体の表面に転写されてしま
った。
【０１６５】
　比較例９～１３では、金属板の大きさが予備積層体よりも大きく、保護材が予備積層体
の角部で側面に接することができない状態で熱圧着したため、積層でのエッジ効果により
予備積層体のエッジ部分で圧力が高くなり、どのクッション材を用いた場合でも圧力の不
均一化とエッジ部分の樹脂の流動が発生してしまった。
【産業上の利用可能性】
【０１６６】
　本発明の製造方法によれば、熱可塑性液晶ポリマー多層構造体を効率よく製造すること
ができ、得られた熱可塑性液晶ポリマー多層構造体は、電気・電子分野や、事務機器・精
密機器分野などにおいて用いられる部品、例えば、回路基板（特にミリ波レーダ用基板）
として有効に用いることができる。
【０１６７】
　以上のとおり、本発明の好適な実施形態を説明したが、本発明の趣旨を逸脱しない範囲
で、種々の追加、変更または削除が可能であり、そのようなものも本発明の範囲内に含ま
れる。
【符号の説明】
【０１６８】
１００，２００，３００，４００，５００…熱プレス機
１１０…上プラテン
１２０…下プラテン
１３０、２３０…予備積層体
１３１，ｌ３２，１３３，２３１，２３２，２３３…熱可塑性液晶ポリマー副構造
１４２，２４２…第１の保護材
１４４，２４４…第２の保護材
１５０…第１の耐熱性クッション材
１５２…第１の金属板
１６０…第２の耐熱性クッション材
１６２…第２の金属板
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